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はじめに─ＮＰＭからポストＮＰＭへ
N
ew
 P
ublic M
anagem
ent （
N
P
M
）
が行政の現場に導入され、また行政研究に強い影響力を与えるようになったのは
一般に一九八〇年代とされるが、一九九一年に
H
ood
によって定義された
（
H
ood, 1991 ）。公共部門を効率化、現代化
することを目的とし、市場志向のマネジメントを公共部門に導入することによって効率化を達成しようとする。ＮＰＭの特徴はまた、公共サービスに市場、経営者、評価が導入されることであるとされる
（
F
erlie, et al., 1996 ）。
一六六
九〇年代はじめから一〇年以上にわたり、行政の現場と研究手法に絶対的ともいえる強い影響力を与えてきたＮＰ
Ｍであるが、二一世紀に入り、さまざまな視点から疑問が提示されるようになる。新古典派経済学と公共選択論、合理的選択理論に基づくＮＰＭは、公共サービスを互いに競争関係にある独立した単位が提供することを強調し、経済性と効率性に焦点を当てるが、
N
ew
 P
ublic G
overnance
は組織社会学とネットワーク理論に基づき、また公共マネ
ジメントにおける細分化や不確実性を認識する。
N
ew
 P
ublic G
overnance
はしたがって、多数の相互依存するアク
ターが公共サービスの提供 貢献する国家と多数の過程が公共政策の形成システムを形作る国家の両方を前提とする（O
sborne, 2006 ）。この考え方に基づくと、 ＮＰＭは伝統的な行政が
N
ew
 P
ublic G
overnance
に進化する過渡期
（
O
sborne, 
2006, 2010 ）
であって比較的短く、また、政策の形成とサービス提供を大胆に再解釈することによって
N
ew
 P
ublic 
G
overnance
に達する
（
B
ovaird, 2007 ）
と主張される。いずれも、公共サービスにおける市民の共同生産とサード・セ
クターによるサービス供給に中心的な役割を与え い 。
N
ew
 P
ublic G
overnance
は「市民中心のガバナンス」もしくはネットワーク・ガバナンスとも言われ、伝統的な行
政が階層制や公務員、ＮＰＭが市場、買い手、供給者、顧客、契約者などを含むのに対し、ネットワーク、パートナーシップ、市民のリ ダーシップなどをアクターに含む。また、主要な社会的利益としては、伝統的な行政の場合は公共財
（
public good ）、ＮＰＭの場合は公共選択
（
public choice ）
であるのに対し、
N
ew
 P
ublic G
overnance
の場合は公共
の価値
（
public value ）
である
（
H
artley, 2005 ）。
行政において民間経営の視点を強調するＮＰＭを修正し、市民参加と公共サービスの提供における社会セクターの
役割を強調、公私協働を含めたより広い公共のガバナンスに注目する
N
ew
 P
ublic G
overnance は既に一定の存在感
一六七
ポストＮＰＭの二潮流（工藤）
を示している。二〇〇五年前後に登場、認識されるようになった
N
ew
 P
ublic G
overnance
は、サービス・エージェ
ントとしての公共・社会セクターと市民との
co-production
をその中心に据えており、 文字通りサービスを共に「生産」
すること 重視している。
N
ew
 P
ublic G
overnance
はネットワーク社会において調和メカニズムを提供しているとも考えられている。
一九九〇年代末までに発展したコーポレート・ガバナンス、ローカル・ガバナンス、ネットワーク社会などの諸課題がより広範にわたる
public governance
に結晶化し、ステークホルダーが相互に作用しあうことで公共政策のアウト
カムに影響を与えるようになった
（
B
ovaird, 2007 ）
とされる。共同生産が
N
ew
 P
ublic G
overnance
の重要な概念とな
り、 サービスのユーザがサービスのデザインおよび供給のいずれにおいても重要な役割を担うようになったため、 サービス供給はサービスのデザインから分離させることができるというＮＰＭの基本的な前提の妥当性が問われるようになった。また、 ユーザとプロフェッショナルとが相互依存関係を育み 両者がリスクを冒し り双方を信頼したりする必要がある
（
B
ouckaert, 2012; B
ovaird, 2007 ）。
したがって
N
ew
 P
ublic G
overnance
に共通する要素としては、 公共サービスについて、 市民との共同生産およびサー
ド・セクターによる供給が強調される。しかし、多目的で多数 ステークホルダーを抱えるネットワークにおける共同生産は、深刻なアカウンティングの問題をはらんでおり、これは実際の公共サービス改革に重要な意味を持っている。
N
ew
 P
ublic G
overnance
においては、伝統的なアカウンタビリティ
（
accountability ）
やＮＰＭで求められる社
会的アカウンタビリティではなく、社会監査
（
social audit ）・会計
（
accounting ）
が必要とされる
（
O
sborne &
 B
all, 2010 ; 
P
estoff, 2011 ）。
一六八
N
ew
 P
ublic G
overnance
は、ネットワーク・ガバナンス、
co-production 、協働などの他、
joined-up governance
や
N
ew
 P
ublic Service （
N
P
S ）
など多くのモデルを含むが、いずれも市民がサービスのガバナンス過程に積極的に参加
することを前提としている。このため、不正などの倫理問題の一部は解決できると考えられている。しかし、政府の権限も大きく変化しており、アカウンタビリティを確立することが必要となる。ＮＰＳは特に、サービスのガバナンス過程にさまざまなステークホルダーが参加することから、それらパートナーの能力開発の必要性およびパートナーシップを築く能力の開発を強調 、さらにはソーシャル・キャピタルの醸造とそれによる信頼 構築が必要であると説く。これらによってはじめて、
co-production
の諸段階である
co-design 、
co-decide 、
co-produce 、
co-evaluate
など
が実現するという。
市民を含め多くのステークホルダーの参加を前提とするＮＰＳはしかし、ネットワークおよびネットワーク構造
を前提としており、それゆえ、そのガバナン のアカウンタビリティの確保は困難である。 れは、
N
ew
 P
ublic 
G
overnance
がＮＰＭへの批判としての概念的な有効性は認められつつも、現実的な方法論、ツールとしては弱く、
したがってＮＰＭを代替 には至っていない、という指摘に結び付く
（
P
ollitt, 2014 ）。
導入されて四半世紀となったＮＰＭがもはや「
N
ew
」とはいえないことについては研究者はもちろん実務家の間に
も一定のコンセンサスがあるように思わ る。しかし、
N
ew
 P
ublic G
overnance
がポストＮＰＭなのかといえば、ポ
ストＮＰＭはいくつかあり、
N
ew
 P
ublic G
overnance
に限られるものでは というのが一般的な見解であ う。
確かに例えば、政治的任命の増加、幹部職員の政治化など、日本においては伝統的な課題である政官関係を政権交
代時代の新しい状況に照らして再検討するためには、ＮＰＭでも
N
ew
 P
ublic G
overnance
でもなく、
N
ew
 P
olitical 
ポストＮＰＭの二潮流（工藤）
一六九
G
overnance
が有効である。そもそもこれは、カナダの
P
eter A
ucoin
がウェストミンスター・モデル下の政治化現象
を新概念として展開したものであり、没後、二〇一二年に
“G
overnance
”誌に掲載された
“N
ew
 P
olitical G
overnance 
in W
estm
inster System
s: Im
partial P
ublic A
dm
inistration and M
anagem
ent P
erform
ance at R
isk
”などに代表され
る
（
A
ucoin, 2012 ）。
この
N
ew
 P
olitical G
overnance
には、再選に向けた選挙戦の常態化による行政バッシング、政治的スタッフの増加、
幹部職員の政治化、時の政権への公務員の忠誠への期待、という四要素があり、これらは、ＮＰＭのもとで発展した戦略計画、 監査、 そして評価
（
B
ovaird and L
öffl
er, 2003 ）
に対する深刻な挑戦となっている。もっともＮＰＭには、 評価、
モニタリング 監査などを重視するあまり、より広範な公共政策や意思決定の視点を軽視し、長期的で戦略的な政策や計画のアウトカムでは く、短期的な政治的利害をかえって強化させてしまったという面もある。政策や意思決定に着目する点において
N
ew
 P
olitical G
overnance
もまたＮＰＭの修正という性格をも持っており、その多面性がわ
かる
（
B
akvis and Jarvis, 2012 ）。
戦略計画や評価には必ず政治的な次元がある。マクロ・レベルでは、インフラ、景気刺激策、緊縮財政などの公共
政策の決定やマルチ・レベル・ガバナンスにおいて、ミクロ・レベルでは、特定の公的機関の意思決定過程におけ計画、執行、そして評価、また業績マネジメントや戦略マネジメントにおいて 政治的意思決定は重要な役割を果たしている。しかしＮＰＭは、行政 意思決定には透明性 要求 一方、政治における透明性は追求 てこなかった。したがって、アカウンタビリティや評価、意思決定や戦略における政治的責任という次元はこれまで あまり追求されていない。
N
ew
 P
olitical G
overnance
は現在、
A
ucoin
が最初に取り上げた否定的な意味での政治化現象のみならず、
一七〇
より積極的な「政治化」をも扱うようになりつつあり、ポストＮＰＭの一つの理論としての存在感を強めている。
ポストＮＰＭ理論、特に
N
ew
 P
ublic G
overnance
と
N
ew
 P
olitical G
overnance
はいずれも、ＮＰＭの修正という
意味を持ちつつ、前者は市民の役割を、後者は政治の機能を重視したうえ、ＮＰＭにおいては問題 残るアカウンタビリティ 課題として取り上げている。アカウンタビリティは、意思決定およびガバナンス・モデルに影響を与える重要かつ不可欠な要素でもある
（
P
estoff, 2011 ）。
ここではまず、前者について、イタリアの事例を取り上げて分析する。次に、後者の特徴と意味を、公共政策にお
ける政治的意思決定と公共サービスのガバナンスについて、事例分析を通じて考察する。
一
　
N
ew
 P
ublic G
overnance
とその展開─サービス品質憲章
イタリアの場合、ＮＰＭはアングロ‐サクソン諸国よりかなり遅れて導入されたが、一方、ポストＮＰＭへの移行
は比較的早く、したがって、ＮＰＭとポストＮＰＭそれぞれに特徴的な改革が 比較的短い間隔で続けて実施された。これ 日本においてポストＮＰＭが研究者からも実務家からもあまり注目されてこなかったこと、にもかかわらずポストＮＰＭの特徴的な諸要素 実践されていることと共通性があり その意味でも以下の事例は分析に値すると考えられる。
公共サービス改革は、ＮＰＭ型の改革の一環として一九九〇年代に始まった
（工藤、一九九九）
。欧州統合通貨ユー
ロへの参加を前に財政赤字と公 債務に関する基準を満たすため、緊縮財政 公的債務削減の必要性が高まる中、公
一七一
ポストＮＰＭの二潮流（工藤）
共機能の改革に関する多くの政策が実施されて以来、マーストリヒト条約の基準遵守の必要性、ＥＵ規制、諸プログラムの導入により、他のＯＥＣＤ加盟国と同様、公共機能の改革が目指された
（工藤、二〇〇五）
。
市民がサービスのガバナンス過程に参加することの重要性は、民営化の進展の中で、不正の監視や透明性の確保の
必要性とともに比較的早期 認識され、英国等の事例に倣った市民憲章の必要性が叫ばれるようになる。
一九九四年、 公共サービスの信頼性の向上を目的とし、 そのクオリティとアカウンタビリティの保障をうたう「サー
ビス品質憲章
（
C
arta dei Servizi ）」が導入された
（
D
irettiva del presidente del C
onsiglio dei m
inistri, 27 gennaio 1994, P
rincipi 
sull ’erogazione dei servizi pubblici ）。これを受け、公共サービス提供主体によってサービス品質憲章が制定されるように
なる。憲章は、市民に対して行政の透明性を保障するものであったが、多くは単なる義務と受け止めたため、サービス品質とアカウンタビリティを保障する手段としての憲章の有効性は限られたものであった
（
M
arconi, 1998 ）。
憲章に共通基準が存在せず、サービス提供主体がリスクや責任を負うということに積極的でないこと、また、効果
的な実施に向けてのスキルやモデルとなるベスト・プラクティスが欠如していること、などが課題として指摘されている。しかし、例えばエネルギー産業部門
（ガスおよび電気）
のように、サービス品質の管理と向上に有効な手段とし
て機能してきたケースもある。エネルギー・オーソリティ
（
A
utorità per l ’energia elettrica e il gas ）
は、当該産業部門
に共通基準を導入し、品質憲章から品質規制へと移行したことにより、大きな転換を実現し
（
P
asini, 1999 ）。
一
─一
　
イタリアにおけるＮＰＭ型改革と評価
イタリアは、目標管理などのさまざまな経営手法、地方分権化
（工藤、二〇〇二）
、公共サービスのアウトソーシン
一七二
グなど、典型的なＮＰＭの諸手法を導入するとともに、同様にＮＰＭを代表する行政・政策評価を導入したが、比較的すぐに市民の視点を導入する
N
ew
 P
ublic G
overnance
的な評価へと転換した。前者の従来型の評価が、行政機関
のパフォーマンスを主な対象としたのに対し、 後者は規制、 歳出、 公共サービスの三分野へと拡大された。それに伴って評価もそれぞれ、規制影響分析、プログラム評価、そしてサービス品質憲章へと発展した
（工藤他、二〇〇六）
。
一─
一─
一　
規制影響分析
規制影響分析
（
A
IR
, A
nalisi dell ’Im
patto della R
egolam
entazione ）
は、行政簡素化改革の一環として一九九九年に導
入された。ＡＩＲの総括および支援を行う担当機関は内閣府
（
P
residenza del C
onsiglio dei M
inistri ）
法務局
（
D
A
G
L
, 
D
ipartim
ento A
ffari G
iuridici e L
egislativi ）
である。ＡＩＲはまた、すべての規制機関に要請される。
一九九五年、 ＯＥＣＤ
（
O
rganization of E
conom
ic C
ooperation and D
evelopm
ent ） のＰＵＭＡ
（
P
ublic M
anagem
ent C
om
m
ittee ）
を中心にＯＥＣＤ各国において行政改革が統一的に行われるようになったことを受け、イタリアにおいても一九九七年から二〇〇〇年にかけ、行政改革法である一連のバッサニーニ法 通じて行政の簡素化および合理化が積極的に推進された。この潮流の中でＡＩＲは一九九九年第五〇号法
（
L
egge 8 m
arzo 1999, n.50, 
“D
elegificazione e testi unici di 
norm
e concernenti procedim
enti am
m
inistrativi – L
egge di sem
lificazione 1998
”）
によって導入された。
ＡＩＲの第一次パイロット・プロジェクトは、二〇〇〇年から二〇〇一年にかけて実施されたが、期待された成果
はあげられなかった。主に規制緩和法およびＥＵ規制 受け入れに関する五事例を対象 実施されたが、他規制への拡張の可能性について有効な結論を見ず、また 分析過程をマニュアル化 には至ら かったためである。実施に
一七三
ポストＮＰＭの二潮流（工藤）
必要なスキルが行政機関に欠如していたこと、基本的なデータの利用が有効に行われなかったことが課題として指摘された。対象事例数を拡大した第二次パイロット・プロジェクトが実施された後、ＡＩＲは現在、評価の一つ定着している。
一─
一─
二　
プログラム評価
プログラム評価は従来、各プログラムを実施する管轄機関の責任においてそれぞれ実施されてきたが、ＥＵ構造
基金の導入により、標準化された方法論の導入と均一な評価システムの開発が必要とされるようになり、新たな政策評価ユニットとして国家評価システム
（
SN
V
, Sistem
a N
azionale di V
alutazione ） が設けられた。この評価システム
は、経済財政省開発政策局公共投資評価ユニット
 （
U
V
A
L
, L
’U
nita di valutazione degli investim
enti pubblici ）、ＥＵ構造
基金評価に一定の役割を担う労働者職業教育発展機構
 （
ISF
O
L
, Instituto per lo sviluppo della form
azione professionale dei 
lavoratori ）、国立農業経済研究所
（
IN
E
A
, Instituto nazionale di econom
ia agraria ）
などによって運営される。ＵＶＡＬは
国家評価システム全体の調整およびサポート業務を行う。
プログラム評価においては、基金の受け手である州などの地方政府や公私のパートナーシップによって形成される
コンソーシアムよりも、地域や地域住民の視点が重視される。プログラムの地域におけるアウトカ が評価されるようになり、市民の参加がより重要視されるよう なった。
一七四
一─
一─
三　
公共サービス
（サービス品質憲章）
公共サービス分野において、イタリアにおける行政改革は、九〇年代初頭から、効率性、有効性、情報公開の仕組
みを改善したが、やがて市民からの信用を回復するための転換期に入った。この状況下で、一九九三年二九号法令により、マネジメントの責任概念および内部管理サービスが公共サービス事業に導入された。
これは、ＮＰＭ型改革の導入とわずかな時間差で
N
ew
 P
ublic G
overnance
型の改革が導入されたイタリアの状況
をよく示しており、また、公共サービス供給を重要視するＮＰＳ 伝統的な行政を代替するものとなってきた経緯をも明らかにしている。
一九九四年のいわゆるカッセーゼ
（
C
assese ）
改革により、 アカウンタビリティおよび透明性の向上、 および公共サー
ビスにおける品質向上の好循環形成を目的とした「サービス品質憲章」がすべての公共サービス事業に対して導入された。この憲章の普及は急速に進んだものの、同一産業部門においてもその標準化の程度が低く、有効性は限られたものに止まった。
一九九六年のフラッティーニ法
（一九九六年第二七三号法）
 では、この是正が試みられ、業種ごとの共通参考スキー
ムの必要性が指摘された。また、一九九五〜一九九六年 間には、保健医療、教育、郵便制度、ガス・電気産業部門に関するリファレンス・スキームも施行された。しかし、これら リファレンス・スキームは、公共サービスの品質管理・アカウンタビリティの点において、サービス品質憲章はその有効性を欠いていたとされ
（
M
arconi, 1998; 
P
asini, 1999 ）。
ガス・電気などエネルギー産業部門においては、サービス品質憲章の管理を担うオーソリティが設立され、国内基
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準を標準化し、目標を設定して、その不履行の場合には自動払い戻しを認める制度を導入するなどにより、決定的な転換期となった。
一
─二
　
サービス品質憲章
次に、サービス品質憲章および、エネルギー産業部門における規制憲章を概括する。
一─
二─
一　
サービス品質憲章とその事例
サービス品質憲章は一九九四年に「カッセーゼ法」によって導入され、その目的は、公共サービスの質を向上させ
ること、および行政サービスの透明性と市民・企業とのコミュニケーションを促進することである。一九九五年のフラッティーニ法に基づき、関連省庁および当局は、各産業セクターに対して、品質基準・測定の枠組みを定義している。これによると、各企業は達成を目指す基準を定義し、一〇指標のうち少なくとも四指標においては、顧客フレームに対する払い戻しを規定している。指標、基準、払い戻 に関する手順の制定がサービス品質憲章の主要要素であり、またもう一つの主要素である市民とのコミュニケーションが このメカニズム全体の重要な潤滑油となってい（M
arconi, 1998; P
asini, 1999 ）。
サービス品質憲章における基準は、大きく分けて一般基準と特定基準と二種類に区別される。一般基準は指標によ
る期待成果に適用され 業績目標である。例えば郵便サービスの場合、 一般基準は九〇％以上の優先配達郵便
（
P
riority 
M
ail ）
を一日以内に配達することとなる。この基準は、あるひとりの顧客に対して課せられる義務ではなく、すべて
一七六
の顧客に対して平均的に達成されるべき基準である
（例えばある顧客が、自分が送る郵便一〇通のうち、九通が一日以内に
配達されると期待することはできない）
。一方、特定基準はあるひとりの顧客に対して負う義務であり、例えば、最大五
日以内に郵便を配達 ということなどである。通常、一般基準は特定基準よりも厳格に設定されているが、一般基準はサービス 平均的なパフォーマンスが責務となる一方 特定 では平均的パフォーマンスとその多様性の両方に対して課せられる義務と る。
特定基準に基づき、もし顧客の郵便が五日以内に配達されなかった場合には、その顧客は払い戻しを請求できる。
払い戻しの権利
（
R
eim
bursem
ent rights ）
を持つ。一般基準の場合においても、特定基準のケースほど直接的ではない
が払い戻し請求を規定している。例えば、もしある公共サービス企業が 般基準を満たしていない場合、要求基準を下回る品質レベルへの払い戻しとして、その地域に対して、全般的な価格の引下げが可能となる。エネルギー産業部門を除いては特定基準 ケースでのみ払い戻しが適用され 。
例えばイタリア郵政
（
P
osta Italiane ）
における、優先配達郵便に関するサービス品質憲章は、ホームページや郵便
局で提示されて 。憲章ではそ 商品の特性、一般品質基準、および請求・払い戻し手続きが記される。特定品質基準に関しては、請求手続きの中で言及され おり、 請求は郵便郵送の五日後も配達 されなかった場合に可能と決定 いる。払い戻しは全ての商品に関 可能ではなく 通常は、例えば
posta celere （速達）
、
posta 
assicurata （保険付き郵便）
など高価格帯の商品に対してのみ規定している。
しかし、サービス品質憲章は期待された成功には結びつかず、実施において幾つかの課題が露呈し、公共サービス
の品質向上のための有効な手段とはならなかった。第一の問題 、指標の標準化が されなかったことにあ といえ
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る。実際、同一産業部門においてさえ、品質憲章の内容および測定方法は多種多様な標準を有していた。この問題状況による最も顕著な結果は、全国におけるサービス品質のベンチマーキング、および統一品質の実現の困難さとして現れてい
一方、品質憲章は、現行のパフォーマンスに対する異議申し立てとして規定されたものではなく、品質レベルもボ
トムラインは定義されずじまいであった。このため、企業間のパフォーマ スに大差が生まれる状況であった。厳格な基準の不在のみならず、払い戻しの実施も非常に稀なものとなった。電力会社の事例では、基準を
（自己定義基準も
含む）
満たさなかった二三、 〇〇〇件の案件において支払われるべき払い戻しが、実際には二二件しか実施されなかっ
た
（一九九六年）
。このため、特定品質基準を満たすための奨励システムはその存在にもかかわらず、功を奏しなかっ
たといえる。
さらには、サービスの平均的な品質
（一般基準）
を向上するためのシステムも不在であった。電力事業における、
一般基準の典型的な測定手段は年間 停電時間数であるが、一九九九年では北部の平均一四五分から南部での二九七分と、著しく差が出ている
（オーソリティの資料およびヒアリングによる）
。
その他にも、品質基準に関する市民へのコミュニケーションが効果的に行われていなかったという問題が浮かび上
がっている。通常は、適切なコミュニケーションが実施され ことによって、サービス利用において市民は自己 権利を行使するこ ができる。例えば、通勤列車での最大遅延に関す サービス事項は切符もしくは駅に表示され、鉄道会社の責任と、 問題が発生し 場合には適切な払い戻し 行われることを顧客側が認識できるようにすべきである。しかし多く 場合は 品質憲章の市民への提示は会社の広報室で行われてい 状況であった。その結果、自己 権利
一七八
について認識しているのは市民のわずか一〇％で、実際の行使機会はさらに少ないものとなっていた。このように、実施後に浮かび上がった問題点を考慮すると、サービス品質憲章は、サービスの品質向上 ための有効な方法というよりも、行政上の義務に終わ という性格が強 ったといえる。
一─
二─
二　
エネルギー産業部門における「規制憲章」
サービス品質憲章の成功例としては、エネルギー産業部門が挙げられる。エネルギー
･
オーソリティは完全な独立
組織であり、 その主体は 七年 任期で選出される三名 常任委員から構成される委員会となっている。 この委員会は、自主発令するすべての規制に対し、完全自治権を持っており、オーソリティの組織は、規制の立案および発令において委員会をサポートし いる。オーソリティは長官により管理され、 八部局と約一〇〇名の人材から構成 れている。部局の構造は、オーソリティが産業 おいて果たすべき中立的役割 反映したものとなっており、主な部局とし は、電気局およびガス局など産業供給者側を代表するものと、消費者および品質局といった需要側を代表するものが存在する。この内部の二分化により、内部協議が盛んに行われ、あらゆる利害関係者の意見がより反映されて、行政機関の問題点が改善される状況と っている
（
M
arconi, 1998; P
asini, 1999 ）。
エネルギー・オーソリティでは、提供サービスの品質に関する規制が導入されている。この新システムにより、品
質およびサービス提供者のアカウンタビリティ向上の効率的促進が実現し サービス品質憲章に共通に見られて た数々の問題は、そのほとんどが克服されたとされている。
一九九五年制定の法令四八一号および一九九九年の政令二八六号により、エネルギー・オーソリティは提供サービ
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スの品質に関する規制を導入した。この品質規制は、サービス品質基準
（一般および特定）
、払い戻し手続きおよび顧
客とのコミュニケーションに関しての基準を設定するものである
（
M
arconi, 1998; P
asini, 1999 ）。その結果、二〇〇〇年
には電力業界において、 続いて二〇〇一年にはガス企業においても品質規制導入が実現した。この品質規制の導入は、全国 わたってサービス品質を大幅 向上させたと評価されている。
サービス品質憲章における「規制」は測定指標、基準、インセンティブおよび顧客とのコミュニケーションにおい
ていくつかの改善点を生んでいる。まず、 測定指標は、 その内容および手法の両方が標準化され、 定期的なコントロールによって測定 正確さ 担保して る。この測定指標は以下の四グループに分類されている。
⑴
　
公共企業と顧客間の契約に対する基準に関して、公共サービス義務の測定
⑵
　
サービス開始やコスト見積りなどの顧客要求から発生する全サービス義務を 義する商業的基準
⑶
　
サービスの継続性、あるいは年間 おけ サービス停止時間の合計
⑷
　
電力の質、主に産業顧客向けの電力の品質に関するもの
これらの基準は、初期状況におけるギャップを考慮しつつオーソリティからのトップダウンの流れで設定される。
四年以内の統一基準の達成を目指しており、業績が芳しくない企業に対しては、厳 い基準を設定した改善パス
（年
間で最大二五％ 改善）
を要求する。
例えば、 「品質規制」による主な改善点を見ると、インセンティブのシステムが強化され、特定基準
（商業品質）
に
関しては自動払い戻しを、また一般基準
（例えば、サービスの継続性など）
に関しては業績に基づくインセンティブ‐
ペナルティ調整を規定している。また、 サービスにおける 体状況が年間請求書に添付されるようになり、 れによっ
一八〇
て顧客との友好的なコミュニケーションに貢献している。
電力・ガス事業における商業的品質に関して、自動払い戻しを伴う特定基準の例を示す
（オーソリティの資料お
よ
び
ヒアリングによる）
。ここでは、一般的に見受けられるプロセス変動率を考慮して、実際のサービス遂行時間平均より
長い基準が設定されている。商業品質に関する基準は、通常ベストプラクティスとされる値に沿って設定される。例えば一九九六年、単純作業にかかる時間がＥＮＥＬでは五〇〜八〇日である一方、ベストプラクティスとされるトリノのＡＥＭの例におい は一二日であった。このため、オーソリティによりその基準は一五日と設定されている。また、 ＥＮＥＬグループは、 二〇〇一年にサービス全体の約〇・三％に当たる罰金を支払っており、 一件あたり約二五ユーロ分の自動払い戻しが約一〇 〇〇〇件実行された計算 なる。
この二〇〇〇年七月に導入された品質規制の影響をみると、例えば、公共電力企業によって支払われた払い戻しの
件数は、一九九七年と比較すると、二〇〇一年では約六〇〇倍に増加している。この増加の背景には、基準の厳格化、および自動払い戻し導入 二つが主要因として働いている。ま 、 新システムは、品質向上へのインセンティブとしての払い戻し制度 有効性を大幅に向上させ 顧客への提供 の品質改善努力に対して、より強いシグナルの発信として機能 ている。同様に、公共ガス事業にお も、品質規制の導入後では、払い戻 数が一九九七年から二〇〇一年 間で 一〇倍近く増加している
（オーソリティの資料およびヒアリングによる）
。
サービス継続性は、公共電力企業の最も重要な品質属性の一つである。しかし、実際にはかなりのギャップが露呈
しており、例えば、 九九九年には南部地域の停電時間は北部地域の約二倍にもなっていた。
このような状況を受けて、品質レベルの改善と均一化を目的とした品質規制により、企業に対して強力なインセン
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ティブが導入された。このインセンティブは、サービス継続性に関して、四年以内に共通目標レベルを達成することを目指したもので、エネルギー・オーソリティが その達成すべき一般品質基準を規定している。これにより、各企業に対して「発展パス
（
D
evelopm
ent path ）」が設定され、現在の水準から最終段階における共通基準の達成にまでわ
たる、一年毎の達成必須基準を規定している。このパス設定によって、毎年、サービス継続性の平均値を測定して基準と比較し、業績が基準を上回っていれば、その企業はインセンティブを受け取ることができる。反対に、基準を下回っていれば その企業はペナルティ 支払わねばならない。インセンティブ・ペナルティのシステムは、企業に対して支払われるインセンティブの調整となっている。つまり、基準レベルを下回る品質に対しては、より低いインセンティブが支払わ ということになる。ただし、顧客が支払う額に変りはなく、オーソリティがペナルティを徴収し、プーリング・システムを通じて企業にインセンティブ報酬を支払う仕組みに ってい 。要す に、このシステムのもとでは、提供サービスの平均的品質が基準を下回 限りはバランスが保たれ
現在では、企業の八五％が、四年間の目標基準および毎年最大二五％の品質改善を目指す発展パスにおいて、かな
り基準を下回っている状況にある。一方で、残り一五％の企業では すでに目標レベル内のサービス継続性を保持ている
（オーソリティの資料およびヒアリングによる）
。これらの企業に対しては、業績安定化のシステムが設定され、企
業は最大のインセンティブ税率を受け取 ことが きる一方、品質 目標レベルを逸脱した場合には、二倍のペナルティが科せられることにな 。
サービス継続性に関する一般基準は、 地域ならびにその企業の初期レベルによって設定される。イタリアの各県は、
人口密度の度合いによ 三つの地域に分割され、全国では合計三〇〇 地域に分けられる。高人口密度地域は概して
一八二
大都市であり、中人口密度地域は小都市が多く、一方の低人口密度地域は大部分が農村地帯となっている。
目標設定は、高人口密度地域における三〇分以下の停電から、低人口密度地域での六〇分以内の停電までなど、イ
ンパクトと優先度を考慮しながら個別に設定されている。各企業の目標は、その地域の初期レベルと年毎の要求改善レベルによって異なる。例えば、ある企業における一年目の首都圏で 平均停電時間が九一分間である場合は、年一〇％の改善率が要求され、この企業に対する二年目の目標は八二分間となる。
品質憲章の規制を制定かつ実施するためには、企業ならびに消費者協会のコンサルテーションがきわめて重要な役
割を持つことになる。エネルギー・オーソリティにおける規制プロセスは、規制の当該部局が規制法案 ドラフトを提出することに始まる。その後、すべての利害関係者がこの提案書を入手可能となり、規制に関するコメントを要求される
（このプロセスは通常インターネットを通じて公表され、管理される）
。書面によるコメントが提出されると、当該部
局は、ヒアリングを行い、そ 後、必要とされ すべての修正を規制 盛り込む。そ 後、修正を加えた規制の最終案がオーソリティの委員会より提出される。
一
─三
　
N
ew
 P
ublic G
overnance
の検証
イタリアの事例は、行政評価や政策評価、民営化、エージェンシー化など、ＮＰＭに典型的な諸手法を他国よりも
遅れて導入しつつ、市民憲章、社会監査など既に他国では始ま いた
N
ew
 P
ublic G
overnance
型の改革手法をも
ほぼ同時に ている経緯を示しており、ＮＰＭから
N
ew
 P
ublic G
overnance
へという展開が明らかである。遅
れて始まったイタリア民営化は、公共サービスの供給者 対し、アカウンタビリティを保障するシステムの確立を要
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請し、それがサービス品質憲章という形で導入された、
民営化はＮＰＭのツールでありメカニズムであると考えられている。したがって民営化が公共部門の改革に資する
ためには、民営化の過程においてしばしば問題となる利害対立 不正などを克服するため、アカウンタビリティを高める必要がある。また、
N
ew
 P
ublic G
overnance
においては、民営化のみが公共部門改革のツールではなく、ネット
ワーク・ガバナンス、共同生産、協働、
joined-up governance
など、民営化を代替する多くのガバナンス・モデルを
含んでいるため、市民の積極的な参加 よっ 民営化ではない方法が可能であると考えられてい 。ここでは、市民と市民の代表に充分な情報を提供すること 、政策の優先順位や効果性を判断できるように には、アカウンタビリティの確保が重要な前提条件であるとされる。
イタリアの場合、民営化におけるアカウンタビリティの欠如という課題を克服す ため、サービス品質憲章を通
じて市民がボトムアップで参加できるプロセスを導入し 社会監査を試みており、アカウンタビリティの点からもN
ew
 P
ublic G
overnance
への移行が見られる。
N
ew
 P
ublic G
overnance
は、 ステークホルダーの参加の重要性を説くものであり、 ステークホルダーとは、 公共サー
ビスをデザインし供給する過程に参加するすべてのアクター 指す。したがって、市民のみならず、行政機関 公務員、議会、政治家、民間企業、ＮＰＯ、ＮＧＯ、ソーシャル・セクターなどあらゆるアクターの参加を想定しているが、実際には市民および主要なソーシャル・セクターの参加のみが促進さ 、それ以外の はあまり進まなかった。
N
ew
 P
ublic G
overnance
は、理論的には政治的アクターの参加をも含んでおり、その意味ではポストＮ
ＰＭは
N
ew
 P
ublic G
overnance
のみでもよいはずだが、現実的にはそうはならず、
N
ew
 P
olitical G
overnance
とい
一八四
うもう一つのＮＰＧを待つことになる。
二
　
N
ew
 P
olitical G
overnance
とその諸事例─マニフェストから「政治主導」まで
日本の一党優位政党制は独自の政官関係を作り出し、また与野党の関係も独特なものとなった。一党優位政党制は
競合や政権交代がないため、選挙、議会、権力のレベルにおいて問題が発生しやすい。選挙レベルでは、勝利が確実な与党と万年野党との陣取りゲームとなる傾向にあり、議会レベルにおいては与野党の役割が定型化し、野党の活動および議論が形骸化する。権力レベルにおいては 政権交代がないため、与党内では派閥政治が蔓延し、万年 に甘んじる野党の政権担当能力は醸成されにくく 。このため 政策形成過程において 官僚制の役割が相対的に拡大し、政党、政治 役割は限定的と る。
いわゆる五五年体制が半世紀近く継続した日本においてはさらに、この一党優位政党制の時代が、第二次大戦後、
日本のみならず先進諸国において政府の役割が拡大し、それに伴って行政の所掌分野も拡張してきた時期と重なったため、多くの政策分野において行政の指導的な役割が確立してきた。 Ｍの導入も、政治ではなく行政が主導し、自らの改革手法として実践された点は、日本型ＮＰＭの特徴の一つであるといえよう
（
K
udo, 2015 ）。
二
─一
　
日本におけるポストＮＰＭ
日本型ＮＰＭが政治主導ではなく行政主導だったことは、ＮＰＭへの批判が通常は、ＮＰＭが経済性や効率性の
一八五
ポストＮＰＭの二潮流（工藤）
向上に集中し、公共サービスの供給方法の改善は行ったものの、その過程への市民参加や社会セクターの役割を考慮しなかったことに向けられたのに対し、そもそもそのような批判が起こりにくいという状況を作り出した
（
K
udo, 
2015 ）。ＮＰＭの修正として登場した
N
ew
 P
ublic G
overnance
は前述のとおり、 「市民中心のガバナンス」とも言わ
れ、伝統的な行政が階層制や 務員、ＮＰＭが市場、買い手、供給者、顧客、契約者などを含むのに対し、ネットワーク、パートナーシップ、市民のリーダーシップなどをアクターに含むが、行政内部からはその要請は出にくい。伝統的な行政の場合は公共財
（
public good ）、 ＮＰＭの場合は公共選択
（
public choice ）
が主要な社会的利益であるのに対し、
N
ew
 P
ublic G
overnance
の場合は公共の価値
（
public value ）
であるとされるが、行政内部の要請としては公共選択に
止まる傾向が強い。
市民参加と公共サービスの提供における社会セクターの役割を強調、公私協働を含めたより広い公共のガバナ
ンスに注目す
N
ew
 P
ublic G
overnance
は、サービス・エージェントとしての公共・社会セクターと市民との
co-
production
をその中心に据えており、文字通りサービスを共に「生産」することを重視しているが、これらは市民お
よびその代表である政治の要請であり、行政の要請とはなりにくい
（
K
udo, 2015 forthcom
ing ）。
日本において
N
ew
 P
ublic G
overnance
論があまりさかんにならず、特に実践の場においてはいまだＮＰＭが全盛
である理由は、以上のような日本型ＮＰＭの特徴、そしてその前提にある日本の政治体制にあるといえよう。
一方、 これらの前提となってきた一党優位政党制は崩壊し、 政治には新しい局面が登場してきた。 政権交代が実現し、
行政機関における政治的任命 増加、幹部職員の政治化など、日本においては伝統的な課題である政官関係は、新しい課題を抱えるようになる。これらの新要素を前提とする 策形成過程、そし 公共サービス供給過程は当然、これ
一八六
までとは異なる考え方、方法によってガバナンスされることになるが、これらを政権交代時代の新しい状況に照らして再検討するためには、
N
ew
 P
olitical G
overnance
が有効である。
二
─二
　
N
ew
 P
olitical G
overnance
とは
N
ew
 P
olitical G
overnance
は、
A
ucoin
がウェストミンスター・モデル下の政治化現象を新概念として展開したも
のである
（
A
ucoin, 2012; B
akvis and Jarvis, 2012 ）。
N
ew
 P
olitical G
overnance
には、再選に向けた選挙戦の常態化による
行政バッシング、政治的スタッフの増加、幹部職員の政治化、時の政権への公務員の忠誠への期待、という四要素があるとされるが、これらは、ＮＰＭのもとで発展した戦略計画、監査、そして評価に対する深刻な挑戦となっている。もっともＮＰＭには 評価、モニタリング、監査などを重視するあまり、より広範な 共政策や意思決定の視点を軽視し、長期的で戦略的な政策や計画のアウトカムでは く、短期的な政治的利害をかえって強化させてしまったという面もある
（
B
akvis and Jarvis, 2012 ）。政策や意思決定に着目する点において、このＮＰＧはＮＰＭの修正という性格
をも持っており、その多面性がわかる。
日本の状況を鑑みると、指摘される四要素のいずれもが認められる。その意味でも日本の現状分析に
N
ew
 P
olitical 
G
overnance
が有効であることは明らかであろう。また、ＮＰＭが「評価、モニタリング、監査などを重視するあま
り、より広範な公共政策や意思決定の視点を軽視し、長期的で戦略的な政策や計画のアウトカムではなく、短期的な政治的利害をかえって強化させた」という点については 日本型ＮＰＭにおいてはあまり強調されてこなかったものの、現状分析としては妥当といえよう。
一八七
ポストＮＰＭの二潮流（工藤）
戦略計画や評価には必ず政治的な次元がある。マクロ・レベルでは、インフラ、景気刺激策、緊縮財政などの公共
政策の決定やマルチ・レベル・ガバナンスにおいて、ミクロ・レベルでは、特定の公的機関の意思決定過程における計画、執行、そして評価、また業績マネジメントや戦略マネジメントにおいて 政治的意思決定は重要な役割を果たしている。しかしＮＰＭは、行政の意思決定には透明性を要求する一方、政治における透明性は追求してこなかった。したがって、アカウンタビリティや評価、意思決定や戦略における政治的責任という次元はこれまで、あまり追求されていない。
N
ew
 P
olitical G
overnance
は現在、
A
ucoin
が最初に取り上げた否定的な意味での政治化現象のみならず、
より積極的 「政治化」をも扱うようになりつつあり
（
B
akvis and Jarvis, 2012 ）、ポストＮＰＭの一つの理論としての
存在感を強めている
二
─三
　
N
ew
 P
olitical G
overnance
の事例
日本において、
N
ew
 P
olitical G
overnance
と分類できる具体的な事例にはどのようなものがあるだろうか。まず、
マニフェスト運動、特にローカル・マニフェストがそれに当たる。二〇〇三年の統一地方選時に都道府県知事候補者によって導入されたローカル・マニフェストは、当初は公約 かわ ものとして導入され、選挙戦のツールという位置づけであったが、やがて 候補者の当選後、総合 や行財政計画、その他の行政計画として活用されることが増えてきた。ローカル・マニフェストを基礎に新しい行政 が 定される もしくは修正されたローカル・マニフェストが行政計画とし 活用 る、ということがしばしば見られるようになっ 。
ローカル・マニフェストは第一に、候補者が当選後に知事としてマニフェストをどれだけ実行、実現しているか、
一八八
その進捗状況を管理し、評価する手段となっている。有権者がマニフェストに基づいて投票していることから、有権者自身がその評価に参加することを通じ、当事者によ 直接的な評価が可能となる。知事から見れば、選挙前 一貫した立場を市民に問うことができるため、また行政組織からは独立した政治家としての立場を明確にできるため、アカウンタビリティは高くなる。
ローカル・マニフェストは第二に、予算編成時に利用され、政策の優先順位を決める際、あるいは枠予算などを実
施する際の根拠となる。政治的な意思決定 しばしば、予算編成過程においては軽視されたりうやむやになったりするのに対し、マニフェストを活用することで、政治のプレゼンスを明確化することができる。また、根拠 提示により、透明性を高めることにもなる。
第三に、評価基準を定め、評価指標を選定する根拠となる。評価の重要性は広く認められているものの、その基準
を決定し、 妥当な指標を選定するのは容易ではなく、 コンセンサスを得 ことも難しい。このため、 政治的なマニフェスト 根拠とした評価基準、評価指標は、その過程そのものの正統性から一定のコンセンサスを得られやすく、導入しやすい。
そして第四に、前述した ローカル・マニフェストの行政計画への転用、活用がある。これ 、一候補者によって
選挙戦中に提案されたツールが議決によって総合計画 行財政改革計画、その他の行政計画として認められる、という手続きを必要と るが、同時にその手続きゆえに正統性を獲得するも であり、
A
ucoin
らが指摘した「戦略計画
や評価には必ず政治的な次元がある。マクロ・レベルでは、イ フラ、景気刺激策、緊縮財政などの公共政策の決定やマルチ・レベル・ガバナンスにおいて ミ レベルでは、特定の公的機関 過程における計画、執行、
一八九
ポストＮＰＭの二潮流（工藤）
そして評価、また業績マネジメントや戦略マネジメントにおいて、政治的意思決定は重要な役割を果たしている。しかしＮＰＭは、行政の意思決定には透明性を要求する一方、政治における透明性は追求してこなかった。したがって、アカウンタビリティや評価、意思決定や戦略における政治的責任という次元はこれまで、あまり追求されていない。 」という視点
（
B
akvis and Jarvis, 2012 ）
に立つならば文字通り、 「アカウンタビリティや評価、意思決定や戦略における
政治的責任」を追求するものであり ＮＰＭの修正としての
N
ew
 P
olitical G
overnance
の事例であるといえよう。
より最近の事例としてはもちろん、二〇〇九年から二〇一二年にかけての民主党政権が挙げられよう。
N
ew
 
P
olitical G
overnance
の指摘する「再選に向けた選挙戦の常態化による行政バッシング、政治的スタッフの増加、幹
部職員の政治化、時の政権への公務員の忠誠への期待、という四要素」がすべて観察された。また、事業仕分けに代表されるような手法は確かに、 「ＮＰＭの と 発展した評価 対する挑 」だったといえよう。 「政治主導」という名のものに進められた民主党の諸改革の一部は確かにＮＰＭの修正であり、積極的な
N
ew
 P
olitical G
overnance
で
あったが、上記にあたる諸要素につ ては
A
ucoin
が指摘した
N
ew
 P
olitical G
overnance
の課題そのものであった。
N
ew
 P
ublic G
overnance
の指摘した市民参加、合意形成のない
N
ew
 P
olitical G
overnance
となった点に、この事例
の課題が認められよう。
まとめにかえて─ポストＮＰＭの今後の可能性
イタリアと日本はいずれも、アングロ‐サクソン諸国よりもかなり遅れてＮＰＭを導入した国である。しかし、Ｎ
一九〇
ＰＭ以後の流れは大きく異なる。
イタリアにおいては、ＮＰＭ先進国において既に指摘され始めていた諸課題は、ＮＰＭの導入とともに考慮され、
O
sborne
が指摘したようなＮＰＧへの過渡期としてのＮＰＭの存在は時期的にははっきりしておらず、内容的にもＮ
ＰＭと
N
ew
 P
ublic G
overnance
がほぼ同時期に混在して導入された。
N
ew
 P
ublic G
overnance
はあまり明確に意識
されないまま行政の現場に導入され、民営化の課題を克服する手段として、公共サービスのデザインおよび供給過程への市民参加が進められた。これがサービス品質憲章という、市民憲章の一種に結実し、
N
ew
 P
ublic G
overnance
の
導入といえる改革につながってゆく。
日本の場合、政治ではなく行政が、自らの改革手法としてＮＰＭの導入を主導した点が特徴である。このため、Ｎ
ＰＭが経済性や効率性の向上に集中し、公共サービスの供給方法は改善したが、その過程への市民参加や社会セクターの役割を考慮しなかったこと 批判が向けら たのに対し、そもそもそのような批判が起こりにくかった。
N
ew
 
P
ublic G
overnance
は「市民中心のガバナンス」とも言われ、ＮＰＭにおけるアクターが市場、買い手、供給者、顧客、
契約者などのみを含むのに対し、ネットワーク、パートナーシップ、市民のリーダーシップ どをも含むが、この要請は行政内部からは出にくい
（
K
udo, 2015 ）。
日本において
N
ew
 P
ublic G
overnance
論があまりさかんにならず、特に実践の場においてはいまだＮＰＭが全盛
である理由 、以上のような日本型ＮＰＭの特徴、そしてその前提にある日本 政治体制にある え 。実際、日本におけるポストＮＰＭのＮＰＧは
N
ew
 P
ublic G
overnance
ではなく、
N
ew
 P
olitical G
overnance
であるといえる。
日本の一九九三年以降の 治、政官関係、政府のガバナンスにおける多く 象は実際、
N
ew
 P
olitical G
overnance
一九一
ポストＮＰＭの二潮流（工藤）
によってより説明ができる。しかし、
A
ucoin
が指摘した
N
ew
 P
olitical G
overnance
は、ウェストミンスター・モデ
ルに基づくものであり、さらなる検証が必要と思われる。
ＮＰＭからＮＰＧへという流れは、ＮＰＧが
N
ew
 P
ublic G
overnance
であれ
N
ew
 P
olitical G
overnance
であれ、
多くの国と政府において観察できる現象である。また、
N
ew
 P
ublic G
overnance
はその特性の中に
N
ew
 P
olitical 
G
overnance
を内包しており、二つのＮＰＧの相違はそれほど明確ではない。
N
ew
 P
olitical G
overnance
をさらに検
証することにより、ポストＮＰＭとしてのＮＰＧを追求できるのではないか。
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